
令和 7 年度 調　　　査  

設　　　計

設 計 額

契 約 額

（ 内消費税額 ）

工事・履行日数 工事・履行日数 工事・履行日数

又は 完成期限 完成期限 完成期限

設 計 概 要

　中継ポンプ施設　　　　3箇所

　　中継ポンプ（更新）　　　　　6台

　 日間 　日間

令和8年3月31日 令和　年　月　日

実　　施　　・　　　元 変　　　　　　　更

円

農集排施設機能強化対策（中条乙地区中継ポンプ場施設その11）工事　実施　設計書

工　　事　　番　　号 施　　　　工　　　　地

胎内市　　乙　　地内ほか

胎　　内　　市



特 別 仕 様 書



建設工事請負基準約款（以下「約款」という。）の関連工事

約款の特許権、その他第三者の権利の対象となっている施工法の指定

無し

約款の規定による検査

有り　監督員の指示による

約款による立合い

有り　監督員の指示による

約款に定めるもの

無し

約款に定める部分引き渡しの指定

無し

約款に定める火災保険等の指定

無し

約款により特別に定める事項

　特になし

12. そ　　の　　他 特になし

３. 工事材料の検査

４. 監督員の立合

５.
支給材料及び
貸　 与　 品

10. 工　　　　　事

11.

６. 部 分 払 い 　約款による。

安　全　教　育

特      別      仕      様      書

１. 関　連　工　事

２. 特許権等の使用

請負者は、建設作業員の高揚を図り、建設工事における安全対策を強化するため、現場作業員を対象に月１回、半日程度の安全教育を実施しなければ
ならない。

７.

有り　廃材処理（混合物）

部 分 引 渡 し

８. 災 害 保 険 等

９. 現 場 発 生 材



Ⅰ 工 程

関 係 　・　工　　事　　名　：

　・　予　定　期　間　：

　・　時　　　　　期　：

　・　時　　　　　間　：

Ⅱ 用 地

関 係

Ⅲ 公 害 対 策

関 係

・　処 理 見 込 時 間　：

・　区　　　　　間　：

２．家屋等の調査の必要　無し

３．その他　特に無し

　・　施　工　方　法　：排出ガス対策型発電機を使用し、汚水の送水を阻害しないよう施工する。

・　方　　　　　法　：

・　範　　　　　囲　：

特　別　仕　様　書（施工条件関係）
１．関連する別途発注工事　　無し

２．施工時期、時間、方法の制限　　無し

３．関係協議による工程条件　無し

４．その他　　特に無し

１．工事用地等の未処理部分　無し

　・　方　　　　　法　：

　・　協　議　内　容　：

　・　完 了 予 定 時 期　：

２．仮設ヤードの指定等　無し

３．その他　特に無し

１．公害防止の制限　有り（騒音・振動、排出ガス、粉じん、水質等）

・　作　業　期　間　：

　・　施　工　方　法　：

　・　作　業　期　間　：工事期間



Ⅳ 安 全 対 策

関 係 　・　交  通  誘  導  員　:　交通誘導警備員Ａ ０人、交通誘導警備員Ｂ ０人　（勤務実績提出の必要あり）

　 該当無し

　特に無し

Ⅴ 工 事 用 道 路

関 係

　特に無し

・　工事完了後の「存置」又は「撤去」：

１．交通安全施設等の指定　交通誘導警備員を配置する。

２．近隣作業制限（鉄道、ガス、水道、電気、電話等）　無し

３．発破作業制限該当　無し

・　規　制　条　件　：無し

５．その他

１．一般道路を搬入路としての使用制限　　無し

２．一般道路の占用　有り

・　搬　入　経　路　：

・　期　　　　　間　：

・　使 用 後 の 処 置　：

・　期　　　　　間　：作業時

３．仮設道路の設置　　無し

４．その他

・　時　間　制　限　：無し

　・　内　　　　　容　：

・　用　地　関　係　：

・　安　全　施　設　：

４．防護施設（落石、雪崩、土砂崩落等）

　・　保安説及び保安要員：

・　防　　護　　工　：

・　作 業 時 間 制 限　：

  ・　工　法　制　限　：

・　作 業 時 間 制 限　：

　・　そ の 他 施 設 等　：

・　工法指定の有無　：



Ⅵ 仮 設 備

関 係

Ⅶ 残 土 ・ 産 業

廃 棄 物 関 係

Ⅷ 工 事 支 障 物

件 等

　特に無し

Ⅸ 排 水 工

(濁水処理含 ) 　・　内　　　　　容　：

Ⅹ 薬 液 注 入

関 係

Ⅺ そ の 他

　・　内　　　　　容　：

３．その他　　特に無し

・　時　　　　　期　：

・　内　　　　　容　：

・　内　　　　　容　：

１．現場発生材　有り　廃材処理（混合物）

２．支給材及び貸与品　無し

２．占用物件重複施工　無し

３．その他

１．濁水、湧水処理等の特別な対策　無し

１．薬液注入工法　無し

２．仮設備の条件指定　無し

３．仮設構造物の転用、兼用　無し

４．イメージアップ無し

５．その他　特に無し

別紙「建設副産物関係」のとおり

　・　内　　　　　容　：

１．占用支障物件（電気、電話、水道、ガス等）　無し

・　工　　　　　種　：

・　内　　　　　容　：

・　内　　　　　容　：

１．仮設備指定　無し

  ・　内　　　　　容　：

　・　品　　　　　名　：

　・　引　渡　場　所　：

　・　移設、撤去、防護方法等　：



建設副産物特記仕様書

１．再生材の利用

　　　下記資材の使用に際し、再生資材を利用すること。

再  生  材  名 規  格 使用箇所 備  考

２．建設発生土の利用

      盛土等に利用する発生土は、下記の工事からの建設発生土を利用すること。

工　事　名 発生場所 備　考

３．建設発生土の搬出

      工事の施工により発生する建設発生土は、下記の場所に搬出すること。

　　上記は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。なお、請負者の提示する施設と

　異なる場合においても設計変更の対象としない。ただし、現場条件や数量の変更等、請負者の責に

　よるものでない事項についてはこの限りではない。

４．建設廃棄物の搬出

      工事の施工により発生する廃棄物は、下記の場所に搬出するものとして積算している。

混合物（機械設備）

- 20 円/kg

５．建設リサイクル法の対象建設工事において、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、

　　法第１８条に基づき再資源化等完了報告書を提出すること。

６．自ら産業廃棄物を運搬・処分する以外は、委託契約書の写しを提出すること。

７．協議について

　　建設工事発注後に明らかになったやむを得ない事情により、上記の指定や条件によりがたい場合は、

　　速やかに発注者に報告し、協議すること。

備 考

連 絡 先

受 入 時 間

再資源化施設名･所在地

　

　

発  生  機  関 施工会社名・連絡先

受 入 時 間

受 入 費 用

工事場所／施設所在地

連 絡 先 　

受入工事名／施設名称

施 設 所 在 地

受 入 費 用

備 考

搬 出 す る 廃 棄 物 名

処 理 施 設 名 称

仮 置 場 所 の 有 無 　



㈱渡辺陞三商店

産 業 廃 棄 物 処 理 　 運 搬 経 路 図

㈱カエツ工業

鉄くず、廃プラ

鉄くず、廃プラ
混合物

混合物

縮尺 1:100,000

4.488

4.855

3.171
3.069

2.837

1.836

平均L=3.2km

平均L=3.6km
中条乙地区



特 記 仕 様 書



第１章 総 則

第1条 一般事項

1．1 適用の範囲

本工事は、農集排施設機能強化対策工事に適用するもので、仕様書・設計書・設計図に基づき、これらに

記載の機器類を製作し、胎内市役所（以下、市という）の性能試験に合格した後、現地搬入据付を行なうものと

する。

 1．2 施工範囲

本工事の施工範囲は、仕様書・設計書、並びに設計図に基づき、設計内訳書に記載の機械設備類を製作

搬入し、据付の上試運転を行なうものとする。

 1．3 工 期

本工事着手時期は、契約締結後７日以内とし、履行期限は契約書の通りとする。

但し、天災その他やむを得ない理由により、期間内に工事を完成させることが出来ない場合は、その理由を

明記して工期の延長の願出をすることが出来る。この場合においても、市の見解によりその願出が正当と認め

た時に限りこれを承認する。

 1．4 適用規格

本工事は市、契約条件、契約規則、工事請負契約書、其の他市の規約に準拠して、仕様書・設計書、並び

に施工図面に基づき、市監督員の指示に従い完全に施工しなければならない。

 1．5 事業の性質

本工事は公共事業として行なうものであるから、労働基準法、職業安定法、その他関係法令に従って施工

しなければならない。

 1．6  提出図書

請負人は胎内市財務規則に準じた必要書類を市監督員に提出し、承認を得て工事に着手すること。

 1．7  打合せ

工事着手に先立ち設計内容、工事工程表、その他工事との関連事項等を市監督員及び関係者出席のもと

に行なうこと。

 1．8  指示・承認



仕様書・設計書・図面において施工上明瞭でない箇所、又は疑義を生じた場合は、市監督員の指示に従

わなければならない。

又、本設備の目的、機能、保安及び法規上必要なものは、すべて請負人の負担で整備しなければならな

い。

 1．9  請負人の負担

(1) 軽微な事項で仕様書・設計書及び図面に記載されていなくても、施工上欠く事の出来ない材料及び機器

類、作業に要する費用。

(2) 各試験、検査及びこれに必要な写真撮影に要する費用。

(3) 工事中及び竣工写真に要する費用。

(4) 工事施工に当たって関係監督官庁、その他工事の手続きを要する時は、これに要する書類を作成して一

切を代行する費用。

(5) 軽微な事項で工事上障害となる支障物の除去、及び工事によって発生した不用物件の片付けに要する

費用。

(6) 工事の為に第三者に与えた損害で、請負人の責任に帰すべきものの賠償に要する費用、又は工事施工

の為、既設工作物に与えた損傷の復旧費用。

 1．10 官公署の手続き

工事中は、関係官公署、維持管理業者、その他を充分な協調を保ち工事の円満な進行を計らなければな

らない。

叉、工事中上記と交渉を要する時、あるいは交渉を受けた時は遅滞なく市監督員に連絡してその指示を受

けなければならない。

 1．11 工事現場管理

(1) 工事現場には工事者名・工期・事業主体及び工事施工者の住所氏名を表示した掲示板を建てなければ

ならない。

(2) 工事現場に隣接し、又は同一場所において施工する別途工事と競合する場合は相互に協議して紛争を

起こさないよう処置しなければならない。

(3) 工事施工中は既設工作物に支障をおよぼさないよう必要な保護手段を講じなければならない。但し、既設

工作物に損傷を与えるか、又は、止むを得ず一時除去するなどの必要が生じた場合は、市監督員に報告

の上監督員の承認を受けて、適当な措置をとらなければならない。

(4) 工事現場の一般人及び労務者の出入の監視、風紀、衛生の取締り並びに火災、盗難、その他の事故防

止について、請負人は責任をもって充分に管理しなければならない。



(5) 作業員の事故防止の為、保安帽、安全衣を着用させ、足場、手すり、照明等施設の整備をしなければなら

ない。

(6) 上記以外の事項でも必要に応じて適時市監督員の指示する現場管理を行なわなければならない。

 1．12 現場監理人及び労務者の選定

(1) 請負人は、現場代理人１名、及び現場専任技術者１名を定めなければならない。

(2) 請負人は労務者を選び秩序正しい作業をなさしめ、且つ、熟練を要する施工には、相当の経験を有する

熟練工を使用しなければならない。叉、請負人は適性なる工事の進捗上、十分な数の労務者を配置しなけ

ればならない。尚、請負人の労務者が市監督員の指示に従わない時、又は、工事作業に不適当と認めら

れた時は交替、又は、退去を命ずることがある。この場合は、請負人は直ちに処理しなければならない。

 1．13 工事報告書

請負人は工事工程表・工事日誌・材料受払書・工事写真・労務者点検簿・材料検査表・性能テスト簿等を備

えて毎日記録すると共に、市監督員が必要と認めた時は、遅延なく閲覧に供さなければならない。

 1．14 寸法の定義

仕様書・設計書並びに図面に示してある寸法はすべて仕上がりの寸法を示す。

 1．15 設計変更

本工事の内容に変更の必要を生じた場合は、市監督員と協議の上、その事項の決定をしなければならな

い。叉、請負人の責により生じた工事増加に要する費用の増額は、一切認めないものとする。

 1．16 材料及び規格

本工事に使用する機械器具類の製造に用いる部品材料は、すべて後述の仕様書・設計書及び図面の規

格に適合するもの、又は、これに準ずるものでなければならない。

 1．17 現場発生物

工事施工中に生じた現場発生物の処理は、市監督員の指示に従わなければならない。

 1．18 据付配置

(1) 据付配置は仕様書・設計書及び図面並びに現場を熟知の上、詳細にこの内容を調査し、疑義を正すと共

に全工事の内容を承知の上、附属機器は取扱いが便利なように配置すること。

但し、基礎および建屋等に著しい変更を及ぼさないように留意しなければならない。

(2) 各機器の据付並びに配管工事はすべて市監督員の指示に従い、後日狂いの生じないように確実に施工

しなければならない。



 1．19 工事中止

請負人が市監督員の指示に従わない場合、又は、不正な行為のあった時、市はその工事を中止させること

がある。

 1．20 荷造・搬入

(1) 本設備の荷造は、搬入に際して機器類に損傷を与えないように完全且つ厳重に行なうこと。

(2) 機械の搬入時期並びに据付時期方法等は、すべて市監督員の指示に従うものとする。

 1．21 現地性能試験

据付完了時に市監督員の指示により、現地性能試験を行なわなければならない。叉、製造工程での試運

転検査に合格したものであっても、本現地性能試験結果、不合格箇所があった場合は、製造品は市監督員の

指示する期間内に、改造、又は、手直し等を終了しなければならない。

 1．22 不用材料処分

請負人は、工事が終了した時、すみやかに不用材料の処分、及び仮設備の撤去を行ない、市監督員の指

示に従って後片付け、清掃を工事竣工期限内に終了しなければならない。

第 2 条  適用規格

日本産業規格 (JIS)

電気規格調査会標準規格 (JEC)

日本電気工業会標準規格 (JEM)

其の他の関係法規

第 3 条  検査及び試験

本設備の機械器具は製作完了した時、原則として市監督員の指示により製造工場で仮組立を行なうものと

する。

叉、仮組立については市監督員と協議の上、部品検査のみで省略する場合もある。

但し、原動機並びにそれに準ずるものについては、製造者の工場試験成績表の添付により試験を省略する

ことが出来る。



第 4 条  保 証

胎内市財務規則による。

第 5 条  完成図書の提出

本工事終了後、完成図書を作成し 2 部提出するものとする。



第２章 機械設備

１．ポンプ

（１）構造概要

本ポンプは汚水を圧送もしくは揚水するもので、水中において連続運転に耐える堅ろうな構造とすること｡

（２）各部の構造

（イ）電動機部

電動機は乾式水中誘導電動機とし、連続定格Ｅ種絶縁モートルとする。

電動機保護のため、モートル内部にオートカットもしくはサーマルプロテクタ及び浸水検知器（ポンプ出力

２.２ｋＷ以上）を装備するものとする｡

（ロ）本体

Ａ）ケーシング

ケーシングは内部圧力及び振動等に対する機械的強度並びに腐食，磨耗を考慮した良質な製品とする

こと。

また、ケーシングは分解組立が容易であること。

Ｂ）羽根車

羽根車は良質強靭なる製品とし、羽根車のバランスが十分に取られ回転時に振動，騒音を引き起こす原

因にならない構造とする。

Ｃ）主軸

主軸は電動機軸を延長したもので、伝達トルク及び捩り振動に対しても十分な強度を有すること。

Ｄ）軸封装置

軸封部にはメカニカルシールを用い、運転中，停止中を問わず異物がモートル内に侵入しないよう中間

に軸封油を密封した二段構造とする。

また、シール等の取替は容易に行なえる構造とする。

Ｅ）軸受

回転部質量および水中スラストは電動機に内装した軸受けにて支持するものとし、長時間の連続運転に

耐え、円滑なる自己潤滑が出来る構造とする。

Ｆ）吸込ノズル

マンホール底版にスカム対策用として設けた予旋回槽及びコンクリート釜場内の汚物を排出するため、ポ

ンプの吸込口にノズルを付けた構造とする。



(1) 乙No.1ポンプ場

　主軸 １３Ｃｒステンレス鋼

付属品
（１台当り）

　防水ケーブル ３０ｍ １式

　吸込ノズル

　吊上用チェーン ＳＵＳ３０４ １本

ＳＵＳ３０４ １個

　ケーシング ＦＣ２００以上

　羽根車 ＦＣ２００以上

保 護 装 置

主 要 材 料

モ ー ト ル 　サーマルプロテクタ（自動復帰形）

　浸水検知器（電極式）

回 転 速 度 １５００ｍｉｎ－１（ｓｓ） 同期速度

台 数 ２台（単独交互運転）
No.1P 更新
No.2P 更新

出 力 ３．７ｋＷ 極数４Ｐ

電 源 ３φ×２００Ｖ×５０Ｈｚ

吐 出 量 ０．６８０ｍ３／ｍｉｎ

全 揚 程 ８．５ｍ

口 径 φ６５ｍｍ

型 式 新型ノックロッグ型ポンプ（吸込ノズル付）

仕 様 備 考

機 種 着脱式水中汚水ポンプ
既設：新明和
CV80

項 目



(7) 大出No.4ポンプ場

　主軸 １３Ｃｒステンレス鋼

付属品
（１台当り）

　防水ケーブル ３０ｍ １式

　吸込ノズル

　吊上用チェーン ＳＵＳ３０４ １本

ＳＵＳ３０４ １個

　ケーシング ＦＣ２００以上

　羽根車 ＦＣ２００以上

保 護 装 置

主 要 材 料

モ ー ト ル 　サーマルプロテクタ（自動復帰形）

　浸水検知器（電極式）

回 転 速 度 １５００ｍｉｎ－１（ｓｓ） 同期速度

台 数 ２台（単独交互運転）
No.1P 更新
No.2P 更新

出 力 １１．０ｋＷ 極数４Ｐ

電 源 ３φ×２００Ｖ×５０Ｈｚ

吐 出 量 ２．０７０ｍ３／ｍｉｎ

全 揚 程 １４．０ｍ

口 径 φ１５０ｍｍ

型 式 FW付ボルテックスポンプ（吸込ノズル付）

仕 様 備 考

機 種 着脱式水中汚水ポンプ
既設：新明和
CVF1502-P

項 目



(11) 江尻No.3ポンプ場

　主軸 １３Ｃｒステンレス鋼

付属品
（１台当り）

　防水ケーブル ３０ｍ １式

　吸込ノズル

　吊上用チェーン ＳＵＳ３０４ １本

ＳＵＳ３０４ １個

　ケーシング ＦＣ２００以上

　羽根車 ＦＣ２００以上

保 護 装 置

主 要 材 料

モ ー ト ル 　サーマルプロテクタ（自動復帰形）

　浸水検知器（電極式）

回 転 速 度 １５００ｍｉｎ－１（ｓｓ） 同期速度

台 数 ２台（単独交互運転）
No.1P 更新
No.2P 更新

出 力 １１．０ｋＷ 極数４Ｐ

電 源 ３φ×２００Ｖ×５０Ｈｚ

吐 出 量 ２．３７０ｍ３／ｍｉｎ

全 揚 程 １３．２ｍ

口 径 φ１５０ｍｍ

型 式 FW付ボルテックスポンプ（吸込ノズル付）

仕 様 備 考

機 種 着脱式水中汚水ポンプ
既設：新明和
CVF1502-P

項 目



設 計 書



設計書（機械設備⼯事）



【当初】

（中継ポンプ施設その１１）工事

設　計　書

中条乙地区　農集排施設機能強化



設計書名 実施設計書

変更回数 0

適用単価区分 実施単価

適用単価地区 11　新発田①

単価適用日 0-07.08.20（0）

諸経費体系 農業集落排水施設標準積算指針（令和6年度改訂版）

工種区分 機械設備工事

施工地域区分 一般交通影響有り（2）

設計技術費計上区分 率計上する

冬期補正 0%

前払率 35%超え40%以下

現場環境改善費 計上しない

週休２日補正

小型車補正区分 補正なし

契約保証区分 金銭的保証

当初消費税率 10%

積算総括情報表

月単位 R7.4



様　式 6

第　 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

（A) 機器費 1.0 式 別紙（A)より

（B) 据付工事原価 1.0 〃 別紙（B)より

（C) 設計技術費 1.0 〃 別紙（C)より

小　計 （工事原価）

（D) 一般管理費等 1.0 式 別紙（D)より

小　計

工事価格 1.0 式

消費税相当額 10% 1.0 式

合　　計 （請負工事費） 1.0 式

員　数 金　額 摘　要単　価単位単　量

機械設備工事 　請負工事費

全　量

内　　　　　　　訳

種別 種　目
寸　　法



様　式 6

第　 （A) 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

■設計技術費の対象とする機器

該当なし

■設計技術費の対象としない機器

着脱式水中汚水ポンプ（新品） 乙1ポンプ場

乙1 φ65mm×3.7kW 2 台

着脱式水中汚水ポンプ（新品） 大出4ポンプ場

大出4 φ150mm×11kW 2 〃

着脱式水中汚水ポンプ（新品） 江尻3ポンプ場

江尻3 φ150mm×11kW 2 〃

小計

改め

計 (機器費）

摘　要金　額単位単　量 員　数

内　　　　　　　訳

種別 種　目

（A)　　　　機　  器　  費　

単　価全　量
寸　　法



様　式 6

第　 （B） 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

〔　直接工事費　〕

① 輸送費 1.0 式 明細①より

② 労務費 1.0 〃 明細②より

③ 処分費 1.0 〃 明細③より

小　計

④ 共通仮設費 1.0 式 明細④より

⑤ 現場管理費 1.0 〃 明細⑤より

⑥ 据付間接費 1.0 〃 明細⑥より

小　計

計 （据付工事原価）

〔　間接工事費　〕

単位単　量 員　数

（B)  　   据 　付 　工 　事 　原 　価

内　　　　　　　訳

寸　　法
種　目種別 金　額単　価 摘　要全　量



様　式 6

第　 （C） 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

設計技術費 1.0 式

摘　要金　額単　量

（C）　　設　計　技　術　費

単位

内　　　　　　　訳

種別 種　目
寸　　法

単　価員　数 全　量



様　式 6

第　 （D) 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

一般管理費等 1.0 式

寸　　法
金　額員　数 全　量

（D）　　一　般　管　理　費　等

内　　　　　　　訳

種別 種　目 単位 単　価 摘　要単　量



様　式 6

第　 ① 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

着脱式水中汚水ポンプ（新品）

輸送費 製作工場～現場 1.916t 1.0 式

改め

計

金　額全　量 単　価

①　　輸　　　送　　　費

内　　　　　　　訳

種別 単位種　目
寸　　法

単　量 員　数 摘　要



様　式 6

第　 ② 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

設備機械工 人

普通作業員 〃

機械設備据付工 人

普通作業員 〃

改め

計

円

＝ 〕

②　　労　務　費　　

内　　　　　　　訳

種別 種　目
寸　　法

単　量 員　数 単　価 摘　要金　額全　量 単位

（　撤去工　）

（　据付工　）

〔据付間接費対象額



様　式 6

第　 ③ 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

着脱式水中汚水ポンプ（処分）

輸送費 現場～処分場 1.864t 1.0 式

小　計

〔スクラップ控除〕

処分費 金属くず１（水中汚水ポンプ） 1,864 kg

小　計

改め

計

種別 金　額単　価

③　　処　分　費

内　　　　　　　訳

摘　要単　量 単位全　量
寸　　法

種　目 員　数



様　式 6

第　 ④ 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

共通仮設費 1.0 式

金　額 摘　要単　価種別 単位種　目
寸　　法

単　量

④　　共　通　仮　設　費

内　　　　　　　訳

員　数 全　量



様　式 6

第　 ⑤ 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

現場管理費 1.0 式

員　数 金　額全　量 摘　要単　量

⑤　　現　場　管　理　費

内　　　　　　　訳

種別 種　目
寸　　法

単位 単　価



様　式 6

第　 ⑥ 号

工　事　金 円

材　料

労　力 長 巾 厚径

据付間接費 1.0 式

⑥　　据　付　間　接　費

内　　　　　　　訳

種別 種　目
寸　　法

摘　要全　量 単位員　数 金　額単　価単　量



数 量 計 算 書



数量計算書（機械設備⼯事）



中条乙地区その１１工事

材　料　名 規格・寸法 備　　考

【機器】

乙No.1ポンプ場　着脱式水中汚水ポンプ（更新） φ65㎜×3.7kW 2 台 新型ﾉﾝｸﾛｯｸﾞ型、羽根車FC

大出No.4ポンプ場　着脱式水中汚水ポンプ（更新） φ150㎜×11kW 2 台 FW付ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ形、羽根車FC

江尻No.3ポンプ場　着脱式水中汚水ポンプ（更新） φ150㎜×11kW 2 台 FW付ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ形、羽根車FC

中継ポンプ工（機械設備）　材料調書（据付）　集計表

合　計



中条乙地区その１１工事

材　料　名 規格・寸法 備　　考

【機器】

乙No.1ポンプ場　着脱式水中汚水ポンプ（更新） φ65㎜×3.7kW 2 台 既設：ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ形

大出No.4ポンプ場　着脱式水中汚水ポンプ（更新） φ150㎜×11kW 2 台 既設：FW付ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ形

江尻No.3ポンプ場　着脱式水中汚水ポンプ（更新） φ150㎜×11kW 2 台 既設：FW付ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ形

中継ポンプ工（機械設備）　材料調書（撤去）　集計表

合　計



中条乙地区その１１工事

単量 全量

【据付】新品

乙No.1着脱式水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟφ65㎜×3.7kW 2 0.098 2 0.196

大出No.4着脱式水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟφ150㎜×11kW 2 0.430 2 0.860

江尻No.3着脱式水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟφ150㎜×11kW 2 0.430 2 0.860

計 6 1.916 運搬：整備工場～現場

　　　Ｘ：1台当たり質量（ｔ）

1.916合　　　計

機械設備類労務【据付工】　算出調書

名           称 分類
単位質量
（ｔ）

員数
標準据付歩掛 据付工

90％
（人）

普通作業員
10%

（人）

運搬質量
（ｔ）

備      考



中条乙地区その１１工事

単量 全量

【撤去処分】再使用しない ※再使用しない場合

乙No.1着脱式水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟφ65㎜×3.7kW 2 0.072 2 0.144

大出No.4着脱式水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟφ150㎜×11kW 2 0.430 2 0.860

江尻No.3着脱式水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟφ150㎜×11kW 2 0.430 2 0.860

計 6 1.864 運搬：現場～処分場

　　　Ｘ：1台当たり質量（ｔ）

1.864

運搬質量
（ｔ）

備      考

合　　　計

機械設備類労務【撤去工】　算出調書

名           称 分類
単位質量
（ｔ）

員数
標準据付歩掛 撤去歩掛率

（％）

据付工
90％×撤去率%

（人）

設備機械工
90％×撤去率%

（人）

普通作業員
10%×撤去率%

（人）



設 計 図 ⾯



設計図⾯（機械設備⼯事）



番  号 縮    尺 葉数

1 施工位置図 1:10,000 1

2 乙No.1マンホールポンプ場　機械設備図 1:20 1

3 大出No.4マンホールポンプ場　機械設備図 1:20 1

4 江尻No.3マンホールポンプ場　機械設備図 1:20 1

計 4

中条乙地区　農業集落排水施設

機能強化（中継ポンプ施設その１１）工事　

設計図面目録

図     面     名     称
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＜ 中継ポンプ施設一覧表 ＞

備　考

47 47 45

No

1 桃崎浜１ポンプ場

18

9

6

7

10

14

20

22

23

27

29

32

33

34

35

37

40

41

44

桃崎浜２ポンプ場

桃崎浜３ポンプ場

桃崎浜４ポンプ場

乙１ポンプ場

乙２ポンプ場

乙３ポンプ場

乙４ポンプ場

乙６ポンプ場

乙８ポンプ場

乙９ポンプ場

乙１０ポンプ場

大出１ポンプ場

大出２ポンプ場

大出３ポンプ場

大出４ポンプ場

菅田１ポンプ場

菅田２ポンプ場

菅田３ポンプ場

菅田４ポンプ場

山屋１ポンプ場

江尻１ポンプ場

江尻２ポンプ場

江尻３ポンプ場

十二天１ポンプ場

十二天２ポンプ場

地本１ポンプ場

高野１ポンプ場

高野２ポンプ場

高野３ポンプ場

高野４ポンプ場

八幡１ポンプ場

八幡２ポンプ場

八幡３ポンプ場

八幡４ポンプ場

土作１ポンプ場

横道１ポンプ場

柳原１ポンプ場

中小屋１ポンプ場

平木田１ポンプ場

平木田２ポンプ場

平木田３ポンプ場

荒井浜１ポンプ場

荒井浜２ポンプ場

荒井浜３ポンプ場

荒井浜４ポンプ場

47 西浦２１ポンプ場

2

4

5

8

11

12

13

15

16

21

24

28

36

42

43

45

3

19

25

26

30

31

38

39

46

17

全箇所数　Ｎ＝６５箇所

施設名称・人孔番号

対　策　箇　所

計 37

No.1ﾎﾟﾝﾌﾟ No.2ﾎﾟﾝﾌﾟ 制御盤 非常通報装置

○

φ65×0.75kW

φ65×0.75kW

φ65×0.75kW

φ65×3.7kW

φ65×1.5kW

φ65×3.7kW

φ65×3.7kW

φ50×0.75kW

φ65×0.75kW

φ80×3.7kW

φ65×1.5kW

φ65×0.75kW

φ100×3.7kW

φ100×7.5kW

φ65×2.2kW

φ65×0.75kW

φ65×2.2kW

φ150×11kW

φ100×3.7kW

φ100×7.5kW

φ65×1.5kW

φ50×0.75kW

φ65×0.75kW

φ65×2.2kW

φ50×0.75kW

φ150×11kW

φ65×2.2kW

φ50×0.75kW

φ65×2.2kW

φ65×1.5kW

φ80×1.5kW

φ80×3.7kW

φ100×3.7kW

φ150×15kW

φ100×2.2kW

φ65×0.75kW

φ65×0.75kW

φ65×2.2kW

φ65×1.5kW

φ65×2.2kW

φ65×0.75kW

φ65×2.2kW

φ80×3.7kW

φ50×0.75kW

φ65×5.5kW

φ65×5.5kW

φ50×0.4kW

口径・出力

－

○

○

○

施　工　位　置　図

No.1

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

○

○

○

○

－ － － －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

○

○

人孔蓋

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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－

－

－

－
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48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

－３－ＭＯ－２

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－65

６４－ＫＩ－２

６４－ＫＩ－３

２２－ＫＩ－１

７－ＫＩ－１

２９－ＯＤ－１

２９－ＯＤ－３

２９－ＯＤ－４

２９－ＯＤ－７

２９－ＯＤ－５

１－ＹＹ－７

１－ＫＳ－１

１－ＫＳ－２

５－Ｔ－３

１７－ＹＭ－２

１７－ＹＭ－３

１４－Ｔ－１

１２－１－１－１

１号

特１号

特１号

特１号

１号

１号

特１号

特１号

特１号

１号

１号

１号

特１号

特１号

１号

１号

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○

○

○

○

○

－

－

○○

○○

○

○

○○

○○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

－

－

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

○

○

○

－

○

○

○

○

○

－

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

人孔躯体

○

○

○

－

－ － － －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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－
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－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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－

－

－

－

－

３号

３号

２号

４号

４号

－

１号

１号

○
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○

○○

○

○ ○

○ ○

○○

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

乙5

乙7
ＧＰ

ＧＰ

処

乙8
Ｐ10

Ｐ6
乙2

Ｐ

大出3
Ｐ15

Ｐ

十二天1
Ｐ25

荒井浜1
Ｐ43

Ｐ

Ｐ44
荒井浜2

Ｐ

乙3
Ｐ7

Ｐ

乙4
Ｐ8

Ｐ

大出2
Ｐ14

Ｐ

Ｐ13

Ｐ

大出1

菅田2
Ｐ18

Ｐ

菅田3
Ｐ19

Ｐ

Ｐ20
菅田4

Ｐ

江尻1
Ｐ22 江尻2

Ｐ23

Ｐ 平木田3
Ｐ42

平木田2

平木田1
Ｐ40

Ｐ27
地本1

Ｐ

Ｐ41

Ｐ

高野2
Ｐ29

高野1
Ｐ28

高野3

高野4

Ｐ30

Ｐ31

Ｐ

Ｐ33
八幡2

Ｐ

GP

GP

Ｐ

GP

GP

Ｐ

GP

GP

Ｐ

Ｐ

Ｐ
Ｐ

GP

GP

GP

Ｐ

64-KI-2

64-KI-3

3-MO-2

22-KI-1

7-KI-1

29-OD-1

29-OD-3

29-OD-4

29-OD-5

29-OD-7

1-KS-1

1-KS-2

1-YY-7

14-T-1

5-T-3

17-YM-3

17-YM-2

12-1-1-1

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ1
桃崎浜1

Ｐ2
桃崎浜2

Ｐ3
桃崎浜3

桃崎浜4
Ｐ4

Ｐ9
乙6

Ｐ11
乙9

Ｐ12
乙10

Ｐ

Ｐ21
山屋1

Ｐ35
八幡4

Ｐ34
八幡3

八幡1
Ｐ32

Ｐ39
中小屋1

Ｐ37
横道1

柳原1
Ｐ38

Ｐ36
土作1

Ｐ26
十二天2

Ｐ46
荒井浜4

荒井浜3
Ｐ45

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ24
江尻3

Ｐ16
大出4

Ｐ5
乙1

Ｐ

桃崎浜

乙

荒井浜

菅田

大出

山屋

十二天

小池谷

平木田

高野

土作

八幡

地本

江尻

横道

○ ○

○○

Ｐ17
菅田1

Ｐ

Ｐ

西浦21
Ｐ47

○ ○

－ －

○ ○



測　　　量　　　者

新潟県土地改良事業団体連合会

設　　　計　　　者

課　　　員

年　度地　　区　　名事　　　業　　　名

課　　長所　　長
審
　
査
　
者

図
面
名
称

図
面
番
号

計画 　全計 　年実 　請負 　変更1 　変更2 　出来型

中条乙地区農業集落排水事業

　機械設備図

新潟県土地改良事業団体連合会

着脱式水中汚水ポンプ

φ６５㎜

３φ×２００Ⅴ×５０Hz

１５００min-1

２台（単独交互運転）

機　　　種

型　　　式

口　　　径

吐　出　量

全　揚　程

出　　　力

台　　　数

注　　　記

回転速度

電　　　源

中　継　ポ　ン　プ　仕　様

１．ポンプ吐出配管の材質はＳＵＳ３０４（Ｓｃｈ２０Ｓ）とする。

２．ポンプ吐出配管のフランジ規格は、ＪＩＳ１０Ｋとする。

３．同上接合材（ボルト、ナット）は、ＳＵＳ製とする。

乙No.1マンホールポンプ場　機械設備図

　乙No.1マンホールポンプ場

３．７kw

８．５ｍ

０．６８m3／min

２

新型ノンクロッグ型ポンプ（吸込ノズル付）



測　　　量　　　者

新潟県土地改良事業団体連合会

設　　　計　　　者

課　　　員

年　度地　　区　　名事　　　業　　　名

課　　長所　　長
審
　
査
　
者

図
面
名
称

図
面
番
号

計画 　全計 　年実 　請負 　変更1 　変更2 　出来型

中条乙地区農業集落排水事業

　機械設備図

新潟県土地改良事業団体連合会

着脱式水中汚水ポンプ

３φ×２００Ⅴ×５０Hz

１５００min-1

２台（単独交互運転）

機　　　種

型　　　式

口　　　径

吐　出　量

全　揚　程

出　　　力

台　　　数

注　　　記

回転速度

電　　　源

中　継　ポ　ン　プ　仕　様

１．ポンプ吐出配管の材質はＳＵＳ３０４（Ｓｃｈ２０Ｓ）とする。

２．ポンプ吐出配管のフランジ規格は、ＪＩＳ１０Ｋとする。

３．同上接合材（ボルト、ナット）は、ＳＵＳ製とする。

大出No.4マンホールポンプ場　機械設備図

　大出No.4マンホールポンプ場

ＦＷ付ボルテックスポンプ（吸込ノズル付）

φ１５０㎜

２．０７m3／min

１４．０ｍ

１１kw

３



測　　　量　　　者

新潟県土地改良事業団体連合会

設　　　計　　　者

課　　　員

年　度地　　区　　名事　　　業　　　名

課　　長所　　長
審
　
査
　
者

図
面
名
称

図
面
番
号

計画 　全計 　年実 　請負 　変更1 　変更2 　出来型

中条乙地区農業集落排水事業

　機械設備図

新潟県土地改良事業団体連合会

着脱式水中汚水ポンプ

３φ×２００Ⅴ×５０Hz

１５００min-1

２台（単独交互運転）

機　　　種

型　　　式

口　　　径

吐　出　量

全　揚　程

出　　　力

台　　　数

注　　　記

回転速度

電　　　源

中　継　ポ　ン　プ　仕　様

１．ポンプ吐出配管の材質はＳＵＳ３０４（Ｓｃｈ２０Ｓ）とする。

２．ポンプ吐出配管のフランジ規格は、ＪＩＳ１０Ｋとする。

３．同上接合材（ボルト、ナット）は、ＳＵＳ製とする。

江尻No.3マンホールポンプ場　機械設備図

　江尻No.3マンホールポンプ場

φ１５０㎜

２．３７m3／min

１３．２ｍ

１１kw

ＦＷ付ボルテックスポンプ（吸込ノズル付）

４



【別紙１】 

 

「土地改良事業等週休２日適用工事（現場閉所型）」 

発注者指定型 

特記仕様書 

 

 

１ 本工事は、「土地改良事業等週休２日適用工事（現場閉所型）」（令和７年７

月１日以降適用）発注者指定型の対象案件である。 

 

２ 本工事は、月単位の週休２日達成時の補正係数を労務費、間接工事費率、市

場単価・土木工事標準単価に乗じ、予定価格を算出して発注している。ただし、

現場閉所の達成状況に応じ、上記補正について増額または減額変更する。 

 

 

３ 受注者は、「土地改良事業等週休２日適用工事（現場閉所型）」発注者指定型

の契約後、週単位または月単位の週休２日のどちらに取組むかを監督員へ報

告し、実施に向けた課題の有無について監督員と協議を行うこと。また、週休

２日の実施計画書を作成し、工事着手日前までに監督員へ提出すること。 

 

４ 実施に当たっては、『「土地改良事業等週休２日適用工事（現場閉所型）」実

施要領』に基づき行うこと。 

 

５ 工事契約後の受発注者協議により、「土地改良事業等週休２日適用工事（交

替制）」受注者希望型に変更することができる。 

 

６ 実施要領及は、胎内市ホームページから入手できる。積算システムの計算

機能で週休２日補正係数が自動的に乗じられる単価コード一覧表」は、新潟

県ホームページから入手できる。新潟県農地部農地管理課ホームページ（農

地部 設計・積算等（工事関係）） 

 

   

 



「熱中症対策に資する現場管理費の補正」特記仕様書 

 

 本工事は、「熱中症対策に資する現場管理費の補正」の試行対象案件である。 

受注者は、受注後速やかに「熱中症対策に資する現場管理費の補正」の試行希望の有無につ

いて打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。 

 協議により試行する場合は「熱中症対策に資する現場管理費の補正」試行実施要領に基づ

き行うものとする。 


